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(不動産鑑定) 

問 1 不動産の鑑定評価に関する次の記述のうち、不動産鑑定評価基準によれば、正

しいものはどれか。 

１ 原価法は、価格時点における対象不動産の収益価格を求め、この収益価格につい

て減価修正を行って対象不動産の比準価格を求める手法である。 

2 原価法は、対象不動産が建物又は建物及びその敷地である場合には適用すること

ができるが、対象不動産が土地のみである場合においては、いかなる場合も適用するこ

とができない。 

3 取引事例比較法における取引事例が、特殊事情のある事例である場合、その具体

的な状況が判明し、事情補正できるものであっても採用することは許されない。 

4 取引事例比較法は、近隣地域若しくは同一需給圏内の類似地域等において対象不

動産と類似の不動産の取引が行われている場合又は同一需給圏内の代替競争不動

産の取引が行われている場合に有効である。 

 

問 2 不動産の鑑定評価に関する次の記述のうち、不動産鑑定評価基準によれば、正

しいものはどれか。 

1 原価法は、価格時点における対象不動産の収益価格を求め、この収益価格につい

て減価修正を行って対象不動産の比準価格を求める手法である。 

2 原価法は、対象不動産が建物又は建物及びその敷地である場合には適用すること

ができるが、対象不動産が土地のみである場合においては、いかなる場合も適用するこ

とができない。 

3 取引事例比較法における取引事例が、特殊事情のある事例である場合、その具体

的な状況が判明し、事情補正できるものであっても採用することは許されない。 

4 取引事例比較法は、近隣地域若しくは同一需給圏内の類似地域等において対象不

動産と類似の不動産の取引が行われている場合又は同一需給圏内の代替競争不動

産の取引が行われている場合に有効である。 

 

(地価公示法) 

問 3 地価公示法に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。 

1 土地鑑定委員会は、標準地の正常な価格を判定したときは、標準地の単位面積当

たりの価格のほか、当該標準地の地積及び形状についても官報で公示しなければなら

ない。 

2 正常な価格とは、土地について、自由な取引が行われるとした場合におけるその取

引（一定の場合を除く。）において通常成立すると認められる価格をいい、当該土地に建

物がある場合には、当該建物が存するものとして通常成立すると認められる価格をいう。 
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3 公示区域内の土地について鑑定評価を行う場合において、当該土地の正常な価格

を求めるときは、公示価格を規準とする必要があり、その際には、当該土地とこれに類

似する利用価値を有すると認められる１又は２以上の標準地との位置、地積、環境等の

土地の客観的価値に作用する諸要因についての比較を行い、その結果に基づき、当該

標準地の公示価格と当該土地の価格との間に均衡を保たせる必要がある。 

4 公示区域とは、都市計画法第４条第２項に規定する都市計画区域その他の土地取

引が相当程度見込まれるものとして国土交通省令で定める区域のうち、国土利用計画

法第 12条第１項の規定により指定された規制区域を除いた区域をいう。 

 

問 4 地価公示法に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。 

1 土地鑑定委員会は、その土地に地上権が存する場合であっても、標準地として選定

することができる。 

2 土地鑑定委員会は、標準地について、２人以上の不動産鑑定士の鑑定評価を求め

るものとし、当該２人以上の不動産鑑定士は、土地鑑定委員会に対し、鑑定評価書を

連名で提出しなければならない。 

3 土地鑑定委員会は、標準地の正常な価格を判定したときは、標準地の単位面積当

たりの価格のほか、当該標準地の価格の総額についても官報で公示しなければならな

い。 

4 土地収用法その他の法律によって土地を収用することができる事業を行う者は、標

準地として選定されている土地を取得する場合において、当該土地の取得価格を定め

るときは、公示価格と同額としなければならない。 

 

問 5 地価公示法に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。 

1 都市及びその周辺の地域等において、土地の取引を行う者は、取引の対象土地か

ら最も近傍の標準地について公示された価格を指標として取引を行うよう努めなければ

ならない。 

2 標準地は、都市計画区域外や国土利用計画法の規定により指定された規制区域

内からは選定されない。 

3 標準地の正常な価格とは、土地について、自由な取引が行われるとした場合におけ

るその取引（一定の場合を除く。）において通常成立すると認められる価格をいい、当該

土地に関して地上権が存する場合は、この権利が存しないものとして通常成立すると認

められる価格となる。 

4 土地鑑定委員会は、自然的及び社会的条件からみて類似の利用価値を有すると認

められる地域において、土地の利用状況、環境等が特に良好と認められる一団の土地

について標準地を選定する。 
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問 6 地価公示法に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。 

1 土地鑑定委員会は、標準地の単位面積当たりの価格及び当該標準地の前回の公

示価格からの変化率等一定の事項を官報により公示しなければならないとされている。 

2 土地鑑定委員会は、公示区域内の標準地について、毎年２回、２人以上の不動産

鑑定士の鑑定評価を求め、その結果を審査し、必要な調整を行って、一定の基準日に

おける当該標準地の単位面積当たりの正常な価格を判定し、これを公示するものとされ

ている。 

3 標準地は、土地鑑定委員会が、自然的及び社会的条件からみて類似の利用価値

を有すると認められる地域において、土地の利用状況、環境等が通常であると認められ

る一団の土地について選定するものとされている。 

4 土地の取引を行なう者は、取引の対象となる土地が標準地である場合には、当該標

準地について公示された価格により取引を行なう義務を有する。 

 

(土 地) 

問 7 土地に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1 台地、段丘は、農地として利用され、また都市的な土地利用も多く、地盤も安定して

いる。 

2 台地を刻む谷や台地上の池沼を埋め立てた所では、地盤の液状化が発生し得る。 

3 台地、段丘は、水はけも良く、宅地として積極的に利用されているが、自然災害に対

して安全度の低い所である。 

4 旧河道や低湿地、海浜の埋立地では、地震による地盤の液状化対策が必要である。 

 

問 8 土地に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1 都市の中小河川の氾濫の原因の一つは、急速な都市化、宅地化に伴い、降雨時に

雨水が短時間に大量に流れ込むようになったことである。 

2 中小河川に係る防災の観点から、宅地選定に当たっては、その地点だけでなく、周

辺の地形と防災施設に十分注意することが必要である。 

3 地盤の液状化については、宅地の地盤条件について調べるとともに、過去の地形に

ついても古地図などで確認することが必要である。 

4 地形や地質的な条件については、宅地に適しているか調査する必要があるが、周辺

住民の意見は聴かなくてよい。 
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問 9 土地に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1 沿岸地域における地震時の津波を免れるためには、巨大な防波堤が必要であるが、

それには限度があり、完全に津波の襲来を防ぐことはできない。 

2 一般に凝灰岩、頁岩、花崗岩（風化してマサ土化したもの）は、崩壊しにくい。 

3 低地は、大部分が水田や宅地として利用され、大都市の大部分もここに立地してい

る。 

4 平地に乏しい都市の周辺では、住宅地が丘陵や山麓に広がり、土砂崩壊等の災害

を引き起こす例も多い。 

 

問 10 土地に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。 

1 我が国の低地は、ここ数千年の間に形成され、湿地や旧河道であった若い軟弱な地

盤の地域がほとんどである。 

2 臨海部の低地は、洪水、高潮、地震による津波などの災害が多く、住宅地として利

用するには、十分な防災対策と注意が必要である。 

3 台地上の池沼を埋め立てた地盤は、液状化に対して安全である。 

4 都市周辺の丘陵や山麓に広がった住宅地は、土砂災害が起こる場合があり、注意

する必要がある。 

 


